
法人単位財務諸表と勘定別財務諸表との関係
\ 貸借対照表

（単位：円）

科 目

法 定 勘 定

調 整 法 人 単 位
一 般 勘 定 産業基盤整備

勘定
施設整備等
勘定

小規模企業共済
勘定

中小企業倒産
防止共済勘定

工業再配置等
業務特別勘定

産炭地域経過
業務特別勘定 出資承継勘定

Ò 流動資産 752¶324¶270¶408 27¶302¶823¶114 8¶862¶457¶786 4¶094¶201¶485¶492 292¶272¶032¶760 26¶195¶006¶768 19¶654¶367¶554 5¶459¶992¶708�10¶394¶821¶978 5¶215¶877¶614¶612

現金及び預金 83¶546¶559¶703 26¶567¶798¶294 2¶481¶228¶069 132¶186¶500¶963 97¶847¶169¶289 3¶111¶494¶725 11¶298¶431¶939 1¶609¶420¶112 ` 358¶648¶603¶094

代理店勘定 ` ` ` 38¶406¶310¶500 4¶646¶457¶400 ` ` ` ` 43¶052¶767¶900

有価証券 119¶400¶565¶788 640¶000¶000 2¶199¶985¶570 518¶674¶828¶898 74¶640¶000¶000 1¶930¶000¶000 298¶000¶000 3¶840¶000¶000 ` 721¶623¶380¶256

割賦売掛金 ` ` 1¶528¶548¶000 ` ` 10¶453¶349¶078 5¶025¶392¶000 ` ` 17¶007¶289¶078

事業貸付金 588¶412¶461¶582 ` 263¶270¶000 422¶952¶954¶500 134¶627¶106¶643 ` 1¶402¶621¶021 ` ` 1¶147¶658¶413¶746

他勘定貸付金 9¶550¶000¶000 ` ` ` ` ` ` `� 9¶550¶000¶000 `

販売用不動産 ` ` 2¶043¶306¶706 ` ` 10¶939¶644¶888 2¶144¶204¶101 ` ` 15¶127¶155¶695

仕掛不動産 ` ` ` ` ` 19¶618¶928 ` ` ` 19¶618¶928

貯蔵品 541¶007 37¶738 22¶833 939¶264 2¶538¶643 25¶403 34¶366 227 ` 4¶139¶481

前払費用 4¶231¶085 4¶866 1¶361¶854 271¶327¶003 61¶375 27¶369 179¶880 686 ` 277¶194¶118

未収収益 910¶029¶012 93¶242¶813 14¶523¶729 15¶817¶861¶701 1¶151¶459¶730 29¶350¶580 41¶903¶545 10¶285¶906 ` 18¶068¶657¶016

信託資産 ` ` ` 1¶497¶527¶619¶608 ` ` ` ` ` 1¶497¶527¶619¶608

未収入金 5¶905¶806¶562 198¶968 426¶416¶652 74¶410¶961 319¶806¶590 1¶666¶931 10¶358¶581 33¶710� 844¶821¶978 5¶893¶876¶977

未収財源措置予定額 ` ` ` 455¶854¶353 147¶072¶510 ` ` ` ` 602¶926¶863

前払金 121¶356¶363 1¶540¶435 8¶710¶247 137¶430¶029 9¶072¶761 39¶863¶767 7¶670¶468 252¶067 ` 325¶896¶137

その他の流動資産 1¶000¶000 ` ` ` 173¶757¶000 1¶320¶100 ` ` ` 176¶077¶100
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その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
１．政府出資金の国庫返納について
産業基盤整備勘定
当機構が行っていた業務のうち、「民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関す
る臨時措置法及び輸入の促進及び対内投資事業の円滑化に関する臨時措置法を廃止する法律」の
施行（平成18年５月29日）に伴う「民間事業者の能力の活用による特定施設の整備促進に関する
臨時措置法」による債務保証業務、「特定商業集積の整備の促進に関する特別措置法」による債務
保証業務及び「輸入の促進及び対内投資事業の円滑化に関する臨時措置法」による債務保証業務
及び出資業務について、また「産業活力再生特別措置法等の一部を改正する法律」の施行（平成
19年８月６日）に伴う「改正前産業活力再生特別措置法」による債務保証業務及び出資業務につ
いては、所要の経過措置が設けられた上で廃止されました。これらの業務の廃止に伴い、平成21

年度は、政府から出資されている出資金のうち、788¶327¶517円を国庫に返納しました。また、当
該業務の経過業務を終えた後は、主務大臣により定められた政府出資金を平成22年度以降、国庫
に返納する予定であります。
２．業務の拡充による政府出資金の受入れについて
産業基盤整備勘定
「我が国における産業活動の革新等を図るための産業活力再生特別措置法等の一部を改正する
法律」の施行（平成21年６月22日）に伴う債務保証業務については、当該法律に基づく事業再構
築計画等の認定を受けた企業を対象に資金繰り対策を実施するにあたり平成21年度の国の補正予
算（平成21年５月29日、第171回通常国会にて成立）から、「産業活力の再生及び産業活動の革新
に関する特別措置法」に必要な経費として、25¶000¶000¶000円の政府出資金を受けました。
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